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　経済部投資業務処によれば、2005年の海外ハイテク人材招聘審査会議のハイテク人材招聘の成果は667
人に達し、海外のハイテク人材が台湾の半導体、FPD及びバイオなどの二兆双星産業の発展ビジョンに対し
て肯定的な評価を与えていることが分かる。経済部投資業務処は2003年から3年間の努力を通じて、既に半
導体産業の人材誘致として585名、FPD産業人材255名、通信技術人材78名、情報サービス人材132名、デ
ジタルコンテンツ25名、バイオテクノロジー24名、電子80名及びその他各種人材740名等、合計で1922
名の海外人材の招聘協力に成功した。

経済部投資業務処「海外ハイテク人材招聘プロジェクト」
実行成果について

海外ハイテク人材招聘プロジェクト
　ハイテク人材不足は世界的に見て普遍的な現象であり、

先進諸国は人材不足が将来産業競争力を制限することを

心配している。行政院科技顧問組、経済建設委員会などの

調査報告書が示すところによれば、台湾は半導体、FPD、

デジタルコンテンツ、通信など産業の更なる発展のため

により積極的なハイテク人材の育成を行うことが望まし

いとしている。

　ハイテク人材の育成については単なる企業努力や教育

体制の強化のほかに、経済部は産業界の人材強化のため

に国外からハイテク人材の招聘を行っている。海外人材

の招聘のために、1995年10月から経済部、行政院青年補

導委員会及び国家科学技術委員会が共同で日本、アメリカ、

カナダに訪問団を派遣しており、これまでに1997年、

2000年、2001年、2002年、2003年、2004年、2005年と実施

している。

計画組織、推進方式

◆ 計画主催部門：経済部投資業務処

◆ 推進方式

■ オフィシャルホームページ：

　台湾政府のオフィシャルホームページを経済部が運営。

名称はHiRecruiで海外ハイテク人材の招聘を主旨とし

ている。本ホーム-ページはインタラクティブなインター

フェースを有している。台湾の経済発展、ハイテク産業の

全貌、研究開発の主旨、外国人の台湾での就業等に関する

法規や生活関連情報を海外人材に紹介し、台湾への興味

を引き立てる。

　会員登録は無料であり、海外ハイテク人材と台湾の産

業界の人材需給のマッチング機能も持っている。2005

年12月28日付けの統計によれば、既に482の国内産業界、

学術界或いは研究方面などの人材関連機関（海外人材に

対する情報ニーズの有する機関の約80%を占めている）

が会員登録を行い、ホームページ内のマッチング機能に
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おいて海外人材ニーズ登録を行っている。

　人材ニーズ情報は産業界が主体であり、半導体、ソフト

ウェア、情報管理、コンピューターハードウェア、通信、そ

の他エンジニアリング及び研究開発、マーケッティング

企画、医薬バイオ、オプトエレクトロニクス等に分かれて

いる。これを見ると台湾の半導体分野等の人材需要が大

きいことが分かる。ホームページについては以下のアド

レスをご参照。

http://hirecruit.nat.gov.tw/chinese/index.asp

■ 訪問団：

　経済部は行政院海外ハイテク人材招聘プログラムにあ

わせて、2005年9月21日から10月3日にかけて、国家科学

技術委員会と共同で38社の台湾の企業を招いて、「行政院

海外科技人材招聘訪問団」を組成した。訪問地はアメリカ

のサンディエゴ（バイオテクノロジー、IT）、サンフランシ

スコ（半導体、ITネット、コンピューター、通信、ソフトウェ

ア、オプトエレクトロニクス、バイオテクノロジー）、ロサ

ンゼルス（コンピューター、バイオテクノロジー、通信、航

空宇宙、コンピューターグラフィックス）、シアトル（航空

宇宙、コンピューター、木材、バイオテクノロジー）、バンクー

バー(ハイテク、金融)、及び東京（通信、電子機械、一般機械、

運輸機械、精密機械）等のハイテク人材や留学生の集積地

域である。44のハイテク団体と協力して、6回の海外ハイ

テク人材商談会を開催し、会場には2,590名のハイテク人

材が面接に訪れ、面接の回数は延べ2万回にも及んだ。

計画助成金内容
　経済部の海外人材招聘施策としては上記の他に人材招

聘に対する経費補助も準備している。下記の経費の申請

条件に基づき、経費の申請補助を行うことができるとい

うものだ。これには毎年の予算額上限を設けられている。

海外のハイテク人材とは、国内産業の産業高度化が直面

する重要技術、研究開発、マーケッティング及びハイテクサー

ビスなどの問題を解決可能で、現在、海外に居住する人材

をさす（中華民国国籍、外国籍、大陸籍等を問わず）。また、

下記の学歴、経歴に応じて、第一段階、第二段階及び第三

段階に分かれ、その時期に応じて異なる補助金が提供さ

れる。

■給与補助の申請

1. 　補助対象：国内の産業高度化が直面する重要技術、

研究開発及び市場経営などの問題を有効に解決可能、

且つ海外在住である人材。また、上記表の資格を有

する人材。

2. 　給与補助の申請資格：給与補助申請の申請者は国内

の中小企業に限られる。（中小企業の認定基準は：

製造業は払込資本金が台湾ドル8000万元以下或いは

通常雇用従業員が200人未満、サービス業は前一年

間の営業額が新台湾ドル1億元以下或いは通常雇用の

従業員数が50人未満）また、就業開始半年以内に申

請を提出しなければならない。国内中小企業と招聘

を受けた海外人材は共同で就業計画を提出し、経費

申請審査の依拠とする。外国企業の子会社或いは台

湾内の支店も申請を提出することができるが、ただし、

親会社が既に雇用している従業員は不可である。

■渡航費用補助申請

　渡航費用補助は海外人材が来台後二ヶ月以内に申請提

出しなければならない。

博士

修士

学士

第一段階

8年以上

12年以上

14年以上

第二段階

4年以上8年未満

6年以上12年未満

8年以上14年未満

第三段階

2年以上4年未満

4年以上6年未満

6年以上8年未満

出所：経済部 

関連実務経験
学歴



　半導体とオプトエレクトロニクス産業に続いて、ロボット産業が台湾の次のスター産業になるかもし

れない。前回は世界及び台湾のロボット産業の発展状況を紹介した。当月は台湾業界の現状及び政府の

参画状況と現状を紹介し、また、精密機械研究発展中心にて台湾のロボット産業の発展状況についてイ

ンタビューを行った。

ロボット産業(下)
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業界の現状
　ロボット産業はその技術面において、ITと機械

のインテグレーションが必要である。鴻海、明基、

威盛、微星等の情報電子産業の大手企業は続々と

ロボットの研究開発に参画し、各種ロボットの試

作を始めている。微星は台湾初の二足走行で視聴

覚を有し圧力感知可能なロボットを開発した。明

基は高齢者や子供の介護、補助を行うロボットを

開発。鴻海グループは運搬などの機能を持った産

業ロボットの開発に着手した。また、世界の主要

なロボットに使用される工業用マザーボードは台

湾の威盛により生産されているものも有る。この他、

台中工業区の雷虎科技などが玩具性ロボットを開

発する計画である。

　この他、廣運、群録等の半導体設備メーカーも

産業ロボットの研究開発を行い、半導体や液晶パ

ネルなどの精密工業の組立てや運搬に運用したい

と考えている。また、ロボットのアプリケーショ

ンシステムでは盟立自動化及び台湾普羅菲司が代

表的である。

　盟立自動化の 2大主力製品はロボットアプリケー

ションシステムとコントロールシステムであり、

もう一つは液晶パネル自動化設備などの製品である。

また、台灣普羅菲司は昨年末、新世代のロボット

インタフェースを展示発表し、ロボットアプリケー

ション市場への参入意欲を示した。

政府の参画　
　2005年 8月に行政院科技顧問組は産業科技策略

会議を招集し、「ロボット産業」を台湾の育成重点

産業に含めた。工業局は 2 0 0 6 年に初めて

NT6,000万元の予算をロボット産業に投入する。

また、技術処の業界専科計画でも 2006年に 1～ 2

億元を研究開発補助に投入し、ロボット産業確立

を加速する。

　台湾のロボット産業は 2008年にはNT300億元、

2013年にはNT3千億元の生産高となり、2万人の

就業機会を創出すると期待されている。また、自

動化制御部品、センサー部品、ICモジュール、モー

ター、ネットワーク通信モジュール、組み込みソ

フトウェア等の周辺産業を発展させ、次世代の成

長産業に育て上げたいと考えている。

　第一期の産業発展計画は既に正式に決定している。

2006年には先ず、「業界専科計画」経費NT8,700

万元を工業技術研究院機械所、精密機械研究発展

中心、中山科学研究院第 2所及び金属工業研究発

展中心の 4大研究法人に投入し、3年間実施する。

これにより機械部品、電子システム、及び金型な

どの関連産業も含めて毎年NT100億元の生産高を

期待できる。

　4大研究法人にはそれぞれの長所があり、将来開

発するロボットの領域が異なる。精密機械研究発

展中心はガイドサービスロボットの研究開発を行う。

中山科学研究院第 2所は国軍のために爆発物信管

除去や敵地後方侵入及び偵察の軍用ロボットの開

発を行う。金属工業中心はインタラクティブな娯

楽型ロボットを主体とし、工業技術研究院は警備

保障、家事、医療補助リハビリテーション及びAI

電動椅子等各種ロボットを開発する。

　精密機械研究発展中心は、ガイドサービスロボッ
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トの開発について、2006年末前にはプロトタイプ

を完成させ、2008年前には正式な製品化を目指す。

また、同中心はロボット産業研究発展連盟を発足

させる。既に高新科技、飆機器人、AITWの 3社

の販売チャネル事業者および高僑自動化科技、智

高のシステム 2社が加盟し、微星科技、台達電、

研華及び東元精電等の部品メーカーにも加盟を働

きかけている。

精密機械研究発展中心インタビュー
　精密機械研究発展中心は経済部と工作機械業界

が共同で設立した財団法人である。ロボット設計チー

ムの張　揚プロジェクトマネージャーは以下のよ

うに示している。

現在、台灣の工業用ロボットの 90%以上は日本、

ドイツからの輸入で、自製率は 10%に過ぎない。

主要なアプリケーション市場は LCD産業である。

パネルの大型化につれて、設備も大型化し搬送も

困難になっている。パネル製造自動化設備に関し

ては、日本企業の台湾投資や技術提携の機会があ

るだろう。

　サービスロボットは政府の次の育成計画の中心

である。ロボット産業では台湾は以下の競争優位

を有する。

● 機械及び電子産業の技術と生産体制。

● 中小企業主体で大企業より小回りが効き、環境適

応性が高い。顧客のニーズに素早く対応できる。

● 中華圏のサービスロボット市場では、音声シス

テム開発上、語感、言語等は外国人には克服し

にくい障害である。

結語
　国内自動化メーカーと産業ロボットの代理店は、

ロボット本体の販売のほかに、自動化周辺のシス

テムインテグレーションサービスを行い、顧客の

生産システム構築効率を高めている。そして、異

なる産業の生産システムにあわせてシステムの構

築を行う事こそコアコンピタンスと言えよう。

　これまで台湾のロボット産業は産業ロボットの

開発を重視し、2004年の生産高は既にNT140億

元に達した。将来は、その開発の重点をサービス

ロボットにも置き、2008年の生産額はNT300億

元に達する事が予測されている。台湾の精密機械、

電子、金型、オプトエレクトロニクス等の産業は

世界の舞台において重要な地位を占めており、技術、

生産、供給及び商品化において完全なバリューチェー

ンを形成しており、台湾がロボット産業を発展さ

せるための重要な優位性である。

表1 ロボット産業発展計画

期　間

2005～2008年

2009～2013年

2014～2020年

生産額がNT300億元に達する。産業の環境と発展方向を定め、市場とコンピタンスを確立す
ることを推進目標とし、製品としてはガイドサービス、娯楽、ホームサービス、生産などを重
点とする。

生産額がNT900億元以上。世界シェア5% 以上を確保。市場の拡大と産業の大規模化を推進
目標とする。公共及び介護サービスを重点とする。

世界のロボット製造の主要製造国となり、ニッチ市場を発展方向とする。生活の向上及び世界
市場参入を主要目標とし、特殊用途サービス及び医療補助具を重点とする。

1

2

3

発展目標

資料出所：経済部(2005/9/9)



　台湾政府は企業の研究開発のための助成制度を設けている。今回は工業局の新製品開発助成措置、「主

導性新産品開発輔導計画」を紹介する。
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台湾政府の研究開発助成制度（1）
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台湾進出ガイド

（１）主導性新産品開発輔導辨法�
　主旨：民間企業が潜在力のある新製品開発を奨励するため、政府は総開発費の 40%までを補助する。本計

画による助成金は製品の研究開発段階の費用であり、量産・販売段階の費用は含まれない。研究開発のリス

クを小さくし、新製品開発の呼び水となる事を目的としている。

１）申請企業の資格：

① 会社法により設立された会社であること。（外国企業の台湾現地法人は可能であるが外国企業の在台支店は

不可。）

②  財務状態が健全であること。

■企業及びその代表者が一年以内に不渡り記録を出していないこと。

■ 企業及びその代表者と配偶者が銀行借入で未返済債務が無く、或いは工業局に対する違約案件で未解決の

ものがないこと。

■会社の純資産が払込資本額の 50%に達していること。

③ 中華民国台湾地区内に研究開発部門と十分な研究開発人材を有すること。

④ 研究開発実績を有し、申請対象となる研究開発及び商品化の能力を有するもの。

２）計画対象新製品の範囲：

■新興重要戦略産業（注）

■製品の重要技術が現在の台湾の工業技術水準を超えているもの。

■製品の裾野効果が強く、市場の潜在力が大きく、関連産業の発展を牽引するもの。

■デジタルコンテンツに属する製品は、そのイノベーティブな内容が国際水準と同レベル以上にあるもの。

３）知的財産権：

開発企業が有する。　　

注：新興重要戦略産業とは3C工業（情報ハードウエア工業、通信工業、消費性電子工業）、精密電子デバイス工業、精密機械
設備工業、航空･宇宙工業、バイオ医薬・特用化学品工業、グリーン技術工業、高級材料工業の7種の製造業とインターネッ
トソフト業、インターネットサービス業、高度集積回路設計業、自動化或いはIT化工程サービス業、電力システムアウト
ソーシング業、商品工程サービス業、環境保護工程及び技術サービス業、バイオ･製薬サービス業、製造業の温暖化ガス
排出量の減量工程及び技術サービス業、省エネ、新エネルギー、クリーンエネルギーの工程及び技術サービス業、知的財
産技術サービス業、研究開発サービス業の12種のサービス業を指す。



　九連環境開発(股)有限公司は九電工の子会社として1985年

に設立された。20年前台湾における環境分析サービスの第一号

として台湾の環境保護の発展の為に協力してきた。また、環境

分析サービスの他に、電気工事を請負い、工場やインフラの電

気設備に日本の最新技術を提案し、安全でより質の高い電気シ

ステムの構築を提供してきた。

　本日は、九連環境開発(股)有限公司の山　文明董事長にお話

を伺った。

九連環境開発（股）有限公司
董事長　山　文明氏（中央）
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―御社について簡単に概要をご説明願えますか？

　弊社は株式会社九電工の子会社として、1985年

に設立され昨年で 20周年を迎えました。

従業員数は約 70名でその他に日本人駐在員が 7名

です。電気工事部門で20名、環境分析部門で46名、

残りが営業と管理部門という体制です。事務所は本

社が台北にあり、台北縣の五股工業区内に環境分析

センターを設置し、高雄にも営業所を設置していま

す。その他、工務所を三箇所設置しています。

　現在は電気工事関連と環境分析関連を主たる業務

として営業活動を展開しております。売上的には電

気工事部門が環境分析部門よりも大きくなりました。

九連環境開発が設立された経緯としては、20数年

前に台湾から環境分析に関する技術協力の要請があ

り弊社の設立に至りました。また、それだけでなく、

環境分析関連団体等の設立にも色々とお手伝いをさ

せて頂きました。この様な経緯から、環境保護署の

環境分析サービス許認可証には、台湾での初めての

企業として栄誉ある第 001号を頂いております。

―環境分析サービスの内容について詳しくお聞か

せ願えますか？

　環境分析サービスとしては、非常に幅広く空気、

事業用水、飲料水、地下水、騒音、震動など多岐に

わたって取り扱っています。お客様としては環境保

護署の他、多岐に亘ってお仕事を頂いております。

中でも環保署はその入札において厳しい参加基準が

あります。過去においてミスが有ると入札に参加で

きなくなります。また、入札対象の分析業務も幅広

い分野が含まれるために、当社のように取り扱い領

域が広くないと対応自体が難しいともいえます。

　弊社が頂いたお仕事の中でも新竹縣以北の川、ダ

ム、地下水の水質調査などは非常に実績の豊富な分

野です。また、ごみ焼却炉の完成時の性能試験でも、

台湾の約 8割の焼却場で性能評価の為の分析業務を

させて頂きました。さらに、その後の定期的な性能


